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○記入要領　　　　　左の記入例にならい、下記の要領に配慮して記入ください。
①「権利取得者（譲受人）」について
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株式会社薩摩川内カンパニー
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年 月 日
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計 ㎡計 ㎡
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権利者の氏名

1
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3

番

号

1

2

3

番

号

百万 千 ㎡ 百万 千 円 十億 百万 千 円

200000 7500

1000000
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800000 500
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50000 600
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百万 千 ㎡ 百万 千 円 十億 百万 千 円 十億 百万 千 円

1050000 5800000 1000000

百万 千 ㎡

5 0 0 0 0 0

％ 人

鹿児島県知事 伊藤 祐一郎



　所・地・貸・他

市町村名※

受理番号※



・

  川内 花子



　

　

　

区　　　分※

処理番号※

〃

登記簿（㎡） 現      況

土

 

地

 

に

 

関

 

す

 

る

 

事

 

項

面                    積

8,000.00

番

 

号

地                     目

山林

原野

宅地

登  記  簿

原野

氏                         名

権利取得者（譲受人）

住  所

氏  名

鹿児島県薩摩川内市神田町３番22号

代表取締役 薩摩 太郎



契約の相手方（譲渡人）の住所

町  又  は  字

不 動 産 業

運 輸 業

製 造 業

商 業

電話 そ の 他

譲

受

人

業

種

（担当者又は代理人）

契約締結年月日

地目（現況）

建 設 業



金融保険業



地           番

500.00

2,000.00

□□□



様式第三（第２０条関係）

土 地 売 買 等 届 出 書

平成

　



契約の相手方等

に関する事項

土 地 に 関 す る 対 価  の 額 等

面　積（㎡） 単　価（円／㎡） 対価の額（円）



※（この欄には記入しない）



500.00

計（ｂ）

　　　　　　　　　　　　　ついて下記のとおり届け出ます。

対価の額（円） 種　類

 計画人口

用途等



土

地

の

利

用

目

的

等

に

関

す

る

事

項

その他

8,000.00

　工作物等に関する対価の額等

300,000

※ （この欄には記入しない）

工場

 その他参考と

なるべき事項



利

用

目

的

利用計画の

概         要

薩摩川内市中郷町○○○

人工面率

地代（年額・円）



計



有

・

無

利

用

の

現

況

の

変

更



1,500,000

4,000,000



特記事項

地　上　権　又　は　賃　借　権　の　場　合

存続期間 残存期間 堅固・非堅固の別



番

 

号



中郷町○○○

中郷町○○○



◇◇◇

利　用　の

現        況

届　出　に　係　る　権　利　以　外　の　権　利

所　　　　　　有　　　　　　権

対

価

の

額

等

に

関

す

る

事

項

有

・

無

移

転

又

は

設

定

に

係

る

土

地

に

関

す

る

権

利

の

内

容

に

関

す

る

事

項



1



移転又は設定の態様



権利者の住所



内容

所有者の氏名

所有者の住所 種別



薩摩川内市東郷町斧渕362番地 東郷 二郎

宅地

山林

薩摩川内市中郷町字上水流

所                                                     在

登                記                 簿

〃

山林



権 利 者 の 住 所



所 有 者 の 住所 所有者の氏名  種　別

所　 有　 権　 以　 外　 の　 権　 利

工場用地

実  測（㎡）

2,000.00



10,500.00 10,500.00

中郷町○○○

住   居   表   示



権利者の氏名

    国土利用計画法第23条第1項の規定に基づき、土地に関する所有権　（地上権・賃借権・その他）　の移転　(設定)　をする契約の締結に

記



内　容

◎◎◎

原野

実

測

清

宅地



山林

原野



物

等

に

関

す

る

事

項

土

地

に

存

す

る

工

作

所 有 権 以 外 の 権 利

工場

種 別

種　類

内 容 

所　　有　　権



新しく事務所と、太陽光発電設備を設置する予定

平 均（(b)÷(a)）

番

 

号



所有権

１０００㎡

概　要

 移転又は設定

に係る権利

移　転　又　は　設　定　に　係　る 権 利 以 外 の 権 利



利用目的に係

る土地の面積



計(ａ)

利用目的に係

る土地の所在



        売買



895-8650

  0996-23-5111



該 当 な し

該 当 な し

該 当 な し 該 当 な し

該 当 な し

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

記入例
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「氏名」の欄には、法人にあってはその名称及び代表者の名前を記載し、「電話番号」及び「郵便番号」についても必ず記載すること。「担当者」欄については、権利取得者（譲受人）が法人である場合は、実務担当者の氏名を、代理人である場合は、代理人の所在及びその範囲を証する書面（委任状）を添付すること。
②「移転又は設定をする権利」について       該当する箇所に○で囲む。

③「譲受人業種」について      該当する業種の番号を○で囲む。（複数該当するときは、主たるもの１つを○で囲む）

④「契約の相手方等に関する事項」について

  ・契約締結日は必ず記入すること。
  ・土地に関する権利が共有に係るものであるときは、代表者の氏名及び住所を記載するとともに、氏名欄に「外 □名」と記し、別紙に他の共有者の住所及び氏名を記載する。

⑤「土地に関する事項」について

   ・１筆ごとに記入し、４筆以上になる場合は、記入欄に「別紙のとおり」と記し、別紙で同様の項目を記載する。

   ・別紙に記載の場合でも、「合計面積」は届出書に記載する。

   ・「面積」の「実測」欄には、実測面積が把握されているときに記載し、実測求積等を証する書面を添付すること。

   ・「届出に係る権利以外の権利」の「所有権」欄には、届出に係る土地に関する権利が地上権・賃借権である場合に限り、その土地の所有者の住所及び氏名を記載する。

   ・「所有権以外の権利」欄には、その土地に現にあって、かつ、権利の移転又は設定後においても引き続き存続することとなる地上権・地役権・賃借権・抵当権などの土地に関する所有権以外の権利がある場合に限り記載する。

   ・「内容」欄には、権利の存続期間・地代の額・抵当の債権額等を記載する。

⑥「土地に存する工作物等に関する事項」について

    ・届出に係る土地に関する権利の移転又は設定と併せて、その土地に存する工作物等（住宅、倉庫、杉林等）について、権利の移転又は設定が行われる場合に限り記載する。

    ・「種類」欄には、住宅、倉庫、杉林等と記載する。

    ・「概要」欄には、建築物その他の工作物にあっては、延べ面積・構造・使用年数等を、木竹にあっては樹種・樹齢等を記載する。記入しきれない場合は"別紙のとおり"と記し、別紙に記載してよい。 （例えば、住宅：木造２階８０㎡、建築５年／杉林：7,000㎡）

    ・「移転又は設定に係る権利」欄には、その工作物等について、移転又は設定される権利の種別（所有権・地上権・賃借権等）及びその内容（権利の存続期間・賃料の額等、所有権の場合は 記載不要）を記載する。

    ・「移転又は設定に係る権利以外の権利」欄には、その工作物等について、現に存する賃借権・抵当権等の権利で、移転又は設定後においても引き続き存続するものがある場合に限り記載する。

⑦「移転又は設定に係る土地に関する権利の内容に関する事項」について

    ・「移転又は設定の態様」欄には、売買、交換等の登記原因の区分により記載する。

⑧「対価の額等に関する事項」について

    ・１筆ごとの価格設定がない場合は、まとめて合計面積・合計価格を記入する。

    ・地上権又は賃借権の場合、「対価の額等」欄には、権利金その他の一時金相当額を記載する。

⑨「土地の利用目的等に関する事項」について

    ・「用途等」欄には、住宅・機械工場・ゴルフ場等の用途など、可能な限り詳細に記載する。

    ・「利用目的に係る土地の所在」「利用目的に係る土地の面積」欄には、届出に係る土地が一団の土地の一部である場合には、当該一団の土地の全体の所在地及び面積を記載する。

    ・「人口面率等」欄には、樹林地・草地・水辺地・岩石地・砂地以外の土地、すなわち、人工的に手を加えられている土地が土地全体に占める割合を、現況 と計画の両方を記載する。

      （山林70%農地30%の土地を全て宅地造成する場合：30%→100%）

    ・「計画人口」欄には、例えば、住宅団地であれば想定人口、工場団地であれば計画従業員数などを記載する。
